
出資法人等経営評価書（企業会計用） 整理番号 28 　　
　

　 平成24年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 100,000 50.0%

2 23,650 11.8%

3 22,900 11.5%

4 15,600 7.8%

5 10,600 5.3%

その他 27,250 13.6%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成21年度平成22年度 23

79,169 71,705 95,124

57.1% 49.0% 40.8%

33,782 37,100 68,480

24.4% 25.4% 29.4%

16,941 21,099 49,735

12.2% 14.4% 21.4%

8,672 16,369 19,584

6.3% 11.2% 8.4%

全体事業 138,564 146,273 232,923

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

代　　表　　者　　名

事業３

茨城県

高萩市など２市６森林組合

事業２

受託事業

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地 常陸太田市東染町４７０

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

s-forest@atlas.plala.or.jp

事業１

出資比率

常陸大宮市

常陸太田市

内　　　　　　　　　　　　容

日立市

事　　　業　　　名

http://business2.plala.or.jp/s-forest

200,000

株式会社いばらき森林サービス

［法人の概要］

その他
事　業

大子町

代表取締役　　平戸　郁夫（常勤）

ホームページＵＲＬ

農林水産部　林政課

　安定した就労条件により林業労働力を確保し，高性能林業機械を活用した近代的な生産体制のもとに，活力ある
林業の展開と健全な森林の育成を目的とする森林整備の推進母体として，官民共同出資により設立された。

0294-70-5111

主　　な
出資者

株式会社いばらき森林サービス

　健全な森林を育成し，公益的機能を持続的に発揮
させることを目的とした，下刈・間伐等の森林整備事
業を行う。

   当社は，設立母体である県，市町，林業団体等と緊密な連携をとりながら，機動性に富んだ推進母体として地
域林業振興発展の一翼を担ってまいりました。
　 このような中，県森林湖沼環境税の導入による，間伐を中心とするたしかな森林整備の実行を通じて，今後も
社員一同，技術のさらなる資質向上と、森林所有者のニーズに即したきめ細かいサービスの提供，営業企画の
強化とともに信頼と実績に基づいた受注の拡大と財務の向上を図りながら，経営の健全化を目指してまいりま
す。
　 ご支援ご協力をよろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年２月　　　　代表取締役社長　平戸　郁夫

森林整備事業

　当社の有する伐採技術や造材技術を生かし，素材
生産の請負事業や，緑の雇用制度による林業担い
手となる人材の育成研修などを行う。

　当社の有する伐採技術を生かし，倒木の恐れのあ
る危険木や，支障木等の伐採を行う。

全体事業に占める割合

指定管理者

全体事業に占める割合

　失業者の雇用創出を図りつつ，森林の整備や景観
の保全等を目的とした，いばらきの松林保全整備事
業，県有林緊急保育事業などを行う。

平成7年7月28日資本金（基本財産）

全体割合

立木伐採等事業

事業1～3以外

全体事業に占める割合

年度平成
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企業会計用

[経営状況] 株式会社いばらき森林サービス (単位：千円）　
増減数

売上高 86,650
売上原価 82,326

売上総損益金額 4,324
販売費及び一般管理費 △ 6,385
うち役員人件費(原価計上分含む) △ 116
うち職員人件費(原価計上分含む) 1,362

営業損益金額 10,709
営業外収益 239
営業外費用 0

10,948
△ 1,900

△ 4
6,844
2,208
6,153

31,863
24,078
7,785

0
25,710
22,447

うち短期借入金 0
3,263

うち長期借入金 0
6,153

0
6,153

補助金 3,284
委託料 34,290

0
0

合　　　計 37,574
財政的関与の割合（％） 8.7

0
0

合　　　計 0

算式 増減P
人件費／売上高 △ 12.6
販売費・一般管理費／売上高　 △ 12.2
当期利益/自己資本 1.0
売上高／総資産 0.2
経常利益／売上高 4.0
流動資産／流動負債　 △ 385.6
借入金残高／総資本　 0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 9 1 0 8 1 0 9 1 0 1

計 10 1 1 9 1 1 10 1 1 1
管理職 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0
一般職 6 0 0 6 0 0 6 0 0 0
嘱託・臨時職員等 1 1 1 0

計 9 0 0 9 0 0 9 0 0 0
プロパー職員平均勤続年数

14.3 年

千円

平成21年度

26,455

272

0

200,272

108,511

0

1,300

0

0

特別損失 67

12,967

200,000

損
益
の
状
況

当期純損益金額

経常損益金額

繰越利益剰余金

法人税・住民税・事業税

3,966

12

区　　　　　　分

固定負債

272

42,518

229,823

4,928

138,564

特別利益

負債

3,781

37,312

資本金

30,053

4,384
44,988

556

220

16,063

242,790

25,669

平成23年度

4,217

538

2,719
0

7,514

平成22年度
146,273

1,900

106,541 188,867

48,762

0

44,056

13,129

2,861

299
2,420

30,927
39,732

0

0

26,394
81,610

260,117

4
670

291,980

18,165
0

0

貸
借
対
照
表

資産
流動資産

繰延資産

流動負債

固定資産

利益剰余金等

純資産

職員

0

役員

　

1.9%

平成22年 平成24年

0.0%

13.3%

00

その他（分担金・負担金・出資金等）

借入金比率

18.5%

売上高経常利益率

～20代 30代 40代

0.0%

1.9%
流動比率

当期常勤職員の年齢構成
5 2

７月１日現在の人数

946.2%1430.8%

0.6
5.9%

販売管理費比率 25.5%
自己資本利益率 1.9%

3.6%

35.3% 22.7%人件費比率 35.3%

総資産回転率

備　考

0

43.99%

造林補助金

66,877

62,880

主要経営指標 平成21年度 平成22年度

県
財
政
関
与
状
況

20.03%
損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

貸付金
60,156

借入金残高（期末）

29,303

0

60,948

0

緊急雇用対策事業の増加

792 713

0
0

0

204,217

0

0

28.71%
0

200,000
4,217

0

0
210,370

29,506

28,590

0
48,841

0

3,997
10,370

0
32,769

200,000

期末事業に係る売掛金等の増加

55,900

3,945 6,153

10,380
249,737

10,370

273,815

232,923

2,745
50,124

前年度は機械売却あり0
13,667

法定福利費の減少

退給引当金の増加

期末事業に係る買掛金等の増加

高性能林業機械等を購入

増減理由
営業力の充実、震災による繰越事業

売上高増加に伴う変動費の増加

売上高の増加及び原価の抑制

昇給あり
売上高の増加

利益の増加、繰越欠損金の控除済

平均年齢

0.6 0.8

560.6%
0.0%

50代～ 合計

平成23年

1 39.3 歳8

年度途中退任者の補充

１名のため個人情報となる報酬は非公開

4,933.5
常勤役員平均報酬(年額)

プロパー職員平均給与(年額)

0

2.9%

平成23年度

増減数 増減理由
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経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

合計

目的適合性 計画性 組織運営健全性

74.0%

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

財務健全性

財務健全性

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

計画性

100

《評価の視点》

目的適合性

10

49 74

評価項目数

11

20

16

60.0%

90.0%

20

20

11

80.0%

12

16

20 60.0%

80.0%

［評点集計］

評点

12

18

満点

目的適合性

8

20

得点率

組織運営健全性

評価の視点

計画性

9

今後の事業展開の方向

企業会計用
株式会社いばらき森林サービス

警　戒　指　標

効率性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

　平成２３年度決算は，当期純利益６，１５３千円を計上し黒字決算となった。こ
れは，全社員一丸となった営業活動が功を奏したことや，緊急経済雇用対策事業の
積極的な受注にまい進し，さらに，海岸林整備や緑化関係事業などの新たな分野に
進出したことによるものが大きかった。今年度からは，「営業企画課」を設置し更
なる営業の強化を図る。また，事業拡大が予想される鹿行地域を中心とする海岸防
災林関係事業に対応するための鹿行営業所の新設を行ったところである。これによ
り，受注拡大に挑み業務執行体制をより強固なものとし，経営環境の改善，安定化
に寄与することとしたい。また，森林湖沼環境税関連事業の最終年度となり，次期
継続に向け関係団体と協調体制をとり，業務量の確保に繋げていくとともにコスト
の節減に取り組みながら収益性の改善に徹し，経常利益の確保に努めていく。

当社は，森林整備の
推進母体として，官民
共同出資により設立さ
れた。また，高性能林
業機械を駆使した効率
的な施業とともに，地
域林業経営のモデルと
なる林業事業体として
位置づけられ，林業活
動を通じての地域振興
発展に大きく貢献して
いる。

効率性

組織体制の一部見直
しを行い，新たに営業
企画課を設置した。こ
のことにより，比較的
営業力の弱かった県南
西部地域への浸透を深
められる。また，進行
管理の見直しととも
に，従来からの不採算
部門の再検討を加え，
売上目標額を見据えた
財務体質の強化，健全
化に向け事業を展開し
ていくこととする。

森林環境への国民的
関心が高まり，森林整
備の重要性が叫ばれて
いる。このような背景
のもと，県民共有の財
産である森林の整備を
更に推進する必要か
ら，森林湖沼環境税の
次期継続への支援を図
り，森林整備を中心と
する売上目標値の達成
を目指し，実行性の確
保に努めている。

「林業技士」取得
者５名体制により，
技術力と当社への信
頼が高まっている。
また，リスク管理と
コンプライアンスの
充実を図り，管理体
制の健全化に努めて
いるところである。
さらに，情報公開に
よる透明性の確保に
ついても更に検討し
ている。

作業種に応じた適
材適所となる人員配
置により，年間を通
じ て の 効 率 化 を 図
り，車両やリース機
械の有効利用と，コ
ストの縮小を進めて
いる。また，労働災
害をゼロにする観点
から，作業員への労
働安全衛生管理教育
を随時開催し，事故
防止に万全を期すよ
う実行している。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ

 3



［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

H24目標値

　国及び県の施策等に
より森林整備の事業量
は増加しており，設立
目的に沿った，森林組
合の労働力の補完，活
力ある林業の発展のた
めの事業展開をしてい
る。

　国及び県の施策等に
より森林整備の事業量
は増加しており，営業
活動の強化などにより
一層の受注増に努め，
経営の安定化を図って
いる。

　組織運営は適正に
行われている。今後
も，必要に応じて組
織体制の見直しや，
職員の資格取得によ
る人材育成に努める
よう指導していく。

計画性 財務健全性

100.0%

　設立目的に沿った事業の実施に努めており，県の森林湖沼環境税を活用した間伐
等の森林整備事業，緊急経済雇用対策事業を活用した森林整備事業などの受注に積
極的に取り組んでいるところである。
　平成２３年度については，事業量の確保，管理費の削減など経営改善に努めた結
果，黒字決算となったが，今後も業務の拡大による事業量の確保と管理費の削減に
取り組むことにより，経営の安定化を図るよう指導していく。

H23実績

290

　事業量の確保と管理
費の削減により黒字決
算となったが，今後も
経営の安定化に向けて
業務の拡大による事業
量の確保と，管理費の
削減による採算性の向
上に努めるよう指導し
ていく。

　受注内容に応じた
人員配置等による人
件費，管理費の抑制
に努めている。
  事業量に応じた人
員配置等により，一
層効率的な事業執行
に努めるよう指導し
ていく。

［経営目標］

指　　標　　名

法人担当課の意見

H22実績

取組みを強化すべき視点 目的適合性

区分 達成度(%)

100.0% 300

単位 H21実績

363306

23

経
営
目
標

事
業
成
果

森林整備（植栽、下刈
り、間伐等）

650

健
全
性

自己資本比率

売上高 155

目的適合性 効率性組織運営健全性

250

70

86.3%

91.1%

500

100.0%

155

％

233

％ 79 7282

1431 946

79

百万
円

139 146

ｈａ 299

　森林湖沼環境税を活用した間伐等の森林整備事業及び，緊急雇用対策事業を活用
した森林整備事業等の事業量が増えている。
　しかし，会社の事業収入の約３分の１は県の受託事業によるものであり，今後は
業務を強化し，県からの受託事業に頼らない法人の自主的な事業の展開を行うべき
である。

19,375 29,115 100.0%

職員1人当りの経常利益 千円

総合的所見等

561

616 340

組織運営健全性

18,284

総合的所見等
に係る対応

　森林所有者等への森林経営の企画・提案による森林整備の働きかけなどの業務を
強化し，個人や企業からの受注の拡大を図り，県からの受託事業に頼らない法人の
自主的な事業の展開に努めるよう指導していく。

効率性 財務健全性計画性

19,375

平均目標達成度

職員1人当りの売上高 千円

効
率
性

流動比率

96.2%

250 1708

17,321

改善の余地あり概ね良好 緊急の改善措置が必要改善措置が必要

目標値H
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